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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 215,453 23.6 14,072 226.2 12,873 229.6 15,205 129.5
22年3月期 174,278 △21.5 4,313 ― 3,906 ― 6,625 ―

（注）包括利益 23年3月期 13,392百万円 （49.8％） 22年3月期 8,937百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 77.49 77.44 13.4 5.3 6.5
22年3月期 33.77 30.54 6.4 1.7 2.5

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 240,217 123,671 49.4 604.43
22年3月期 242,350 112,376 44.4 547.85

（参考） 自己資本   23年3月期  118,682百万円 22年3月期  107,487百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 19,787 △17,445 △22,848 31,137
22年3月期 19,427 △8,288 3,717 52,350

2.  配当の状況 

(注）22年3月期期末配当金の内訳 記念配当1円00銭 
24年3月期（予想）の配当予想は、未定といたします。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 2.50 ― 6.00 8.50 1,667 25.2 1.6
23年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 1,962 12.9 1.7
24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（注）平成24年3月期の業績予想につきましては、未定として開示しておりません。 



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） - 、 除外 ―社 （社名） -

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 198,866,751 株 22年3月期 198,866,751 株
② 期末自己株式数 23年3月期 2,511,020 株 22年3月期 2,668,238 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 196,225,984 株 22年3月期 196,199,893 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 179,183 27.0 11,441 262.8 10,721 306.1 13,181 120.9
22年3月期 141,093 △22.2 3,153 ― 2,640 ― 5,966 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 67.17 67.13
22年3月期 30.41 27.51

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 218,974 113,096 51.6 575.05
22年3月期 222,210 102,592 46.1 521.99

（参考） 自己資本 23年3月期  112,914百万円 22年3月期  102,413百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成24年3月期の業績予想につきましては、平成23年3月11日に発生した東日本大震災の影響に関して、現時点では合理的な算定が困難なため、未
定として開示しておりません。業績予想の開示が可能となった時点で速やかに開示いたします。 
２．平成24年3月期の配当予想につきましては、経営環境の先行きが不透明であることから、現時点では未定とし、今後の業績動向等を勘案の上、速やか
に開示、ご提案させていただきたいと考えております。 
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(1）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況  

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策効果や中国を中心とした新興国の力強い

景気拡大に先導され、生産の回復、企業収益の改善が続きましたが、後半に入り、景気刺激策の一

部縮小や円高の長期化もあり、景気は足踏み状態となってまいりました。そうしたなか、本年3月

に発生した東日本大震災による甚大な被害とそれに伴うサプライチェーンの機能停止や電力供給問

題などにより、景気の下振れリスクが懸念されはじめました。 

当社グループにおきましては、主要需要先である自動車業界のアジアを中心とした海外生産の増

加や、建設機械など自動車以外の分野での堅調な需要に支えられ、主力製品である鋼材・鍛造品の

販売数量が前年度に比べ大幅に増加いたしました。 

こうした状況のなかで当社グループは、基幹事業が7割の操業度でも利益を確保できる体制をめ

ざし、生産量に見合った固定費の削減、変動費を中心とした徹底した原価低減を軸に、損益分岐点

管理の強化に取り組んでまいりました。また、収益改革活動「Z100プロジェクト」の仕上げの年と

して、品質ロス低減・歩留改善から調達・物流改革に至る全社的な利益創出活動を強力に推進して

まいりました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度（1,742億7千8百万円）に比べ23.6％増

の2,154億5千3百万円となりました。 

 事業区分ごとの売上高は次のようになっております。 

鋼 材 

当社グループの主力製品であります。販売数量の増加と販売価格の改善効果により、当連結会計年

度の売上高は1,193億4千6百万円（前連結会計年度 897億5百万円）と前連結会計年度に比べ33.0％

増加しました。 

鍛造品 

自動車用型打鍛造品が主力製品であります。販売数量の増加により、当連結会計年度の売上高は

858億5千6百万円（前連結会計年度 757億5千4百万円）と前連結会計年度に比べ13.3％増加しまし

た。 

電磁品 

センサ事業、磁石事業など、新規事業の育成・強化を図っており、将来は中核事業化を目指してお

ります。ＭＩセンサ及びマグファイン磁石の販売数量の増加により、当連結会計年度の売上高は67

億9千3百万円（前連結会計年度 56億2千2百万円）と前連結会計年度に比べ20.8％増加しました。 

  

その他 

子会社によりサービス事業、コンピュータ・ソフト開発等を行なっております。当連結会計年度の

売上高は34億5千6百万円（前連結会計年度 31億9千6百万円）と前連結会計年度に比べ8.2％増加し

ました。 

  

 利益につきましては、原材料価格の値上がりがあったものの、販売数量の増加と原価低減が寄与

したことにより、営業利益は140億7千2百万円（前連結会計年度 43億1千3百万円）、経常利益は128

億7千3百万円（前連結会計年度 39億6百万円）となりました。 

 当社は、平成21年3月期に繰延税金資産の全額取崩しを行ない、その後、収益の回復に伴い、前期

において、その一部を再計上しました。当期においては、スケジューリング可能な将来減算一時差

異について全額繰延税金資産として計上が可能と判断し、法人税等調整額△83億4千3百万円を計上

した結果、当期純利益は152億5百万円（前連結会計年度 66億2千5百万円）となりました。 

  

１．経営成績



 ②次期の見通し 

今後のわが国経済の見通しにつきましては、東日本大震災の影響から景気が下振れするリスクが

高まるものと思われます。 

特殊鋼業界におきましては、震災以降、主要需要先である自動車業界の本格的な生産回復には相

当の時間を要すると考えられ、当社グループの鋼材・鍛造品の減少は当面避けられない見通しであ

り、今後も厳しい経営環境が続くと予想されます。 

また、自動車業界においては、環境・エネルギー問題への意識の高まりもあり、大型車から小型

車・ハイブリッド車さらには電気自動車といった、「エコカー」へのユーザー指向の変化は非常に

早いスピードで進んでおり、自動車1台あたりの特殊鋼使用量は減少する傾向にあります。こうし

た需要構造の変化により、当社グループの鋼材・鍛造品の販売数量は、中期的にみても大きな増加

は期待できないと考えられ、これを新商品や新市場を開拓することでカバーする取り組みが求めら

れております。 

このような情勢のなかで当社グループは、創業時の精神を進化させ、「よきクルマは、よきハガ

ネから」の考えのもとに新市場・新商品の創生に努め、社会のインフラ整備をはじめ、産業や生活

の基盤であるハガネづくりを通して事業の拡大を図ってまいります。 

  

次期（平成24年3月期）の業績予想につきましては、東日本大震災が経済に与える影響及びそれ

らが当社の業績に与える影響に関して、現時点では合理的に算定することが困難な状況であるた

め、開示しておりません。業績予想の開示が可能となった時点で速やかに開示いたします。 

   

(2）財政状態に関する分析 

 当連結会計年度末の総資産は2,402億1千7百万円となり、前連結会計年度末に比べ、21億3千3百

万円減少しました。負債は1,165億4千6百万円となり、134億2千7百万円減少しました。純資産は

1,236億7千1百万円となり、112億9千5百万円増加しました。 

 キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の

増加50億2百万円、たな卸資産の増加60億3千4百万円などによる資金の減少がありましたが、税金

等調整前当期純利益119億4千8百万円、減価償却費124億7千5百万円、仕入債務の増加44億8千1百万

円などの資金の増加があったため、197億8千7百万円の資金の増加となりました。また、投資活動

によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出163億5千1百万円などにより174億4

千5百万円の資金の減少となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、新株予約権付社債

の償還による支出300億円及び長期借入れによる収入106億4千3百万円などにより、228億4千8百万

円の資金の減少となりました。その結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末

（523億5千万円）に比べ212億1千2百万円減少し、311億3千7百万円となりました。 

  

 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 
  

  平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率（％）  46.4  45.3  44.4  49.4

時価ベースの自己資本比率（％）  35.6  23.5  33.9  41.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  4.6  2.8  4.1  2.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  25.4  35.6  26.5  30.7



(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけております。 

 配当につきましては、将来の事業展開に必要な内部留保を確保しながら、業績、財政状態および

配当性向等を総合的に勘案して、株主のみなさまのご期待にお応えしていきたいと考えておりま

す。 

 また、株主のみなさまへの有効な利益還元策として、自己株式取得などの財務施策を機動的に行

ってまいります。 

 当期の配当につきましては、上記の方針に基づき、中間配当を1株につき5円実施しました。期末

配当金も1株につき5円として、年間で1株につき10円とする予定です。 

 また、次期の配当は、経営環境の先行きが不透明であるため、現時点では未定とさせていただ

き、改めてご提案させていただきます。 

 

 なお、これまでの内部留保につきましては、主に生産設備の拡充や研究開発、海外事業展開のた

めの投資等に充当し、企業体質の一層の強化・充実を図ってまいります。 

  

  



 当社グループは、当社、トヨタ自動車㈱(その他の関係会社)及び子会社18社、関連会社3社で構成され、鋼材、鍛造

品、電磁品の製造・販売を主な内容として、事業活動を展開しております。 

当グループの事業に係わる位置づけは、次のとおりです。 

（事業系統図） 

   
なお、上記以外には最近の有価証券報告書（平成22年6月24日提出）における「関係会社の状況」から重要な変更がな

いため、「関係会社の状況」の開示を省略しております。 

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、国際的な視野にたち、企業集団の総合力を結集して、「研究と創造」の精神で高い技術による魅力ある商

品を提供することにより、株主、顧客、社会に貢献することを経営の基本方針としております。この経営の方針は、

「経営理念」として掲げており、その内容は次のとおりです。 

  

 －経営理念－ 

   国際的な視野にたち、活力に溢れ、信頼される企業体質をもとに、 

   魅力ある商品を提供することによって社会に貢献する。 

    １.研究と創意につとめ、常に時流に先んずる。  

    １.相互の信頼と理解のもとに、一致協力する。 

    １.責任ある判断と行動のもとに、常に最善を尽くす。 

  

 この経営理念を実践するにあたり、大きな失敗や事故の未然防止となる「正直(Shojiki)」、品質・生産性向上の

基本となる「清掃(Seiso)」、リスクの顕在化やルール遵守の徹底による「安全(Safety)」のそれぞれを第一とする

「１S文化」を当社グループの企業文化としてその醸成に努めてまいります。 

  

(2）中長期的な会社の経営戦略及び目標とする経営指標 

当社グループのめざす長期ビジョンは、「環境循環型企業として、グローバルに成長を続け、地域・社会に愛さ

れる企業グループ」です。 

  

当社グループは、「よきクルマは、よきハガネから」という創業時の精神を貫き、自動車の基本性能を支える重

要部品・素材を高品質で安定的に供給することを第一の使命とし、「モノづくり力」の強化に努めてまいります。 

また、市場の変化を先取りしながら、進化する自動車と地球環境に貢献する商品を提供できるよう、次世代の新

商品と新市場を探索・調査し、商品企画力と顧客への提案力を強化しながら、戦略的な課題を発掘し実行に移してま

いります。 

  

当社グループの経営戦略の基本的な考え方としては、2011年までを新しい収益体質の徹底・定着を図る時期とし

て中期経営計画を策定・実行し、その後2015年までを飛躍期間と位置づけて長期ビジョンの実現を目指します。 

  

基幹事業の鋼材・鍛造品事業については、自動車の小型化、HV（ハイブリッド車）・EV（電気自動車）化に代表

される自動車のダイナミックな機構変革の時代を迎えるなか、「品質・技術で世界ナンバーワンの鋼材鍛造品一貫メ

ーカ」をめざしてまいります。 

  

 鋼材事業、鍛造品事業ともに、2011年までには、徹底した原価低減による損益分岐点を下げる活動で収益力の改善

を図ってまいります。次のステップとして、鋼材事業については、ブルーム連続鋳造機更新に代表される特殊鋼の品

質・コストを決定づける源流工程刷新および多品種小ロットの品質・納期保証力を高めるプロセス改革、鍛造品事業

については、生産技術の革新と工程の整流化をねらいとした物流改革、さらに北米での小物鍛造品の取り込み、アジ

アでの現調化の推進などサプライチェーンの再構築にそれぞれ取り組んでまいります。 

  

 新規事業の電磁品事業については、センサ部門は、超高感度磁気センサ「MIセンサ」とその応用商品、磁石部門

は、ネオジム系異方性ボンド磁石「マグファイン」をそれぞれ戦略商品と位置づけ、商品機能をさらに進化させて売

上拡大を図ってまいります。電磁品事業には、自動車だけでなく、広い分野でモータ、センサが新設計され、新基準

として搭載が進み、また、携帯用端末の進化、高機能化が進み、デファクトスタンダードとなるチャンスと認識して

おります。この機を逃さず、オンリーワン商品群を生み出す電磁品事業の、デファクトスタンダードとしての地位を

めざし、第2の経営の柱に成長させてまいります。 

  

当社グループは、2015年度（平成28年3月期）連結売上高 3,000億円を目標とし、業態変革と高収益体質への転

換を図りたいと考えております。 

   

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 51,862 31,213

受取手形及び売掛金 42,211 46,876

有価証券 658 215

商品及び製品 5,723 7,508

仕掛品 15,258 18,431

原材料及び貯蔵品 7,811 8,466

繰延税金資産 3,438 4,931

その他 2,386 1,936

貸倒引当金 △134 △142

流動資産合計 129,216 119,436

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 57,108 58,107

減価償却累計額 △37,854 △39,616

建物及び構築物（純額） 19,254 18,490

機械装置及び運搬具 243,396 242,335

減価償却累計額 △201,314 △204,939

機械装置及び運搬具（純額） 42,081 37,395

工具、器具及び備品 11,973 12,241

減価償却累計額 △10,520 △10,855

工具、器具及び備品（純額） 1,453 1,386

土地 14,241 14,268

リース資産 97 130

減価償却累計額 △18 △41

リース資産（純額） 78 89

建設仮勘定 5,795 18,131

有形固定資産合計 82,906 89,760

無形固定資産   

電話加入権 11 11

その他 230 208

無形固定資産合計 242 220

投資その他の資産   

投資有価証券 13,582 13,902

長期貸付金 1,146 945

前払年金費用 14,254 14,326

繰延税金資産 191 916

その他 886 740

貸倒引当金 △75 △32

投資その他の資産合計 29,985 30,799

固定資産合計 113,134 120,780

資産合計 242,350 240,217



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 21,301 25,238

短期借入金 2,392 1,556

1年内返済予定の長期借入金 683 71

1年内償還予定の新株予約権付社債 30,000 －

リース債務 21 26

未払法人税等 311 4,525

役員賞与引当金 185 230

その他 11,553 16,406

流動負債合計 66,448 48,054

固定負債   

長期借入金 45,647 56,146

リース債務 63 70

長期未払金 633 6

繰延税金負債 6,861 438

退職給付引当金 9,200 9,856

役員退職慰労引当金 1,026 1,249

資産除去債務 － 644

その他 93 77

固定負債合計 63,524 68,491

負債合計 129,973 116,546

純資産の部   

株主資本   

資本金 25,016 25,016

資本剰余金 27,898 27,898

利益剰余金 52,737 65,780

自己株式 △1,610 △1,515

株主資本合計 104,042 117,180

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,607 3,993

為替換算調整勘定 △1,161 △2,490

その他の包括利益累計額合計 3,445 1,502

新株予約権 179 182

少数株主持分 4,709 4,805

純資産合計 112,376 123,671

負債純資産合計 242,350 240,217



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 174,278 215,453

売上原価 152,792 182,191

売上総利益 21,486 33,262

販売費及び一般管理費 17,172 19,190

営業利益 4,313 14,072

営業外収益   

受取利息 120 125

受取配当金 135 233

物品売却益 － 277

為替差益 131 －

助成金収入 234 152

雑収入 618 363

営業外収益合計 1,240 1,152

営業外費用   

支払利息 727 654

固定資産処分損 514 354

為替差損 － 817

デリバティブ評価損 114 36

雑損失 291 489

営業外費用合計 1,648 2,351

経常利益 3,906 12,873

特別利益   

移転補償金 743 －

特別利益合計 743 －

特別損失   

減損損失 230 200

投資有価証券評価損 － 88

出資金評価損 60 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 592

災害による損失 － 42

海外子会社の工場移転費用 630 －

特別損失合計 920 924

税金等調整前当期純利益 3,729 11,948

法人税、住民税及び事業税 415 4,711

過年度法人税等 △63 －

法人税等調整額 △3,371 △8,343

法人税等合計 △3,018 △3,632

少数株主損益調整前当期純利益 － 15,581

少数株主利益 123 375

当期純利益 6,625 15,205



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 15,581

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △615

為替換算調整勘定 － △1,573

その他の包括利益合計 － △2,188

包括利益 － 13,392

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 13,262

少数株主に係る包括利益 － 129



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 25,016 25,016

当期末残高 25,016 25,016

資本剰余金   

前期末残高 27,898 27,898

当期末残高 27,898 27,898

利益剰余金   

前期末残高 47,093 52,737

当期変動額   

剰余金の配当 △981 △2,158

当期純利益 6,625 15,205

自己株式の処分 － △4

当期変動額合計 5,644 13,042

当期末残高 52,737 65,780

自己株式   

前期末残高 △1,609 △1,610

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 － 95

当期変動額合計 △1 95

当期末残高 △1,610 △1,515

株主資本合計   

前期末残高 98,399 104,042

当期変動額   

剰余金の配当 △981 △2,158

当期純利益 6,625 15,205

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 － 91

当期変動額合計 5,643 13,137

当期末残高 104,042 117,180



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,949 4,607

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,657 △613

当期変動額合計 1,657 △613

当期末残高 4,607 3,993

為替換算調整勘定   

前期末残高 △1,648 △1,161

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 486 △1,328

当期変動額合計 486 △1,328

当期末残高 △1,161 △2,490

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 1,301 3,445

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,143 △1,942

当期変動額合計 2,143 △1,942

当期末残高 3,445 1,502

新株予約権   

前期末残高 148 179

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 3

当期変動額合計 30 3

当期末残高 179 182

少数株主持分   

前期末残高 4,546 4,709

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 163 96

当期変動額合計 163 96

当期末残高 4,709 4,805

純資産合計   

前期末残高 104,395 112,376

当期変動額   

剰余金の配当 △981 △2,158

当期純利益 6,625 15,205

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 － 91

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,337 △1,842

当期変動額合計 7,981 11,294

当期末残高 112,376 123,671



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,729 11,948

減価償却費 13,370 12,475

減損損失 230 200

投資有価証券評価損益（△は益） － 88

出資金評価損 60 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 592

災害損失 － 42

前払年金費用の増減額（△は増加） 102 △72

退職給付引当金の増減額（△は減少） 33 662

未払確定拠出年金移行掛金の減少額 △380 △322

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 △29

受取利息及び受取配当金 △255 △358

支払利息 727 654

為替差損益（△は益） △107 347

有形固定資産売却損益（△は益） △2 △34

有形固定資産処分損益（△は益） 430 220

売上債権の増減額（△は増加） △15,185 △5,002

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,562 △6,034

仕入債務の増減額（△は減少） 9,414 4,481

その他 1,481 629

小計 20,222 20,492

利息及び配当金の受取額 258 360

利息の支払額 △732 △645

法人税等の支払額 △320 △419

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,427 19,787

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △10 △119

有価証券の売却による収入 － 0

有形固定資産の取得による支出 △8,157 △16,351

有形固定資産の売却による収入 32 124

投資有価証券の取得による支出 △1 △1,353

投資有価証券の売却による収入 － 5

出資金の回収による収入 － 50

貸付けによる支出 △300 △0

貸付金の回収による収入 158 202

その他 △10 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,288 △17,445



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △148 △694

長期借入れによる収入 10,000 10,643

長期借入金の返済による支出 △5,131 △663

社債の償還による支出 － △30,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △14 △20

少数株主からの払込みによる収入 20 －

自己株式の取得による支出 △1 △0

ストックオプションの行使による収入 － 77

配当金の支払額 △982 △2,158

少数株主への配当金の支払額 △24 △33

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,717 △22,848

現金及び現金同等物に係る換算差額 98 △705

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 14,954 △21,212

現金及び現金同等物の期首残高 37,396 52,350

現金及び現金同等物の期末残高 52,350 31,137



 該当事項はありません。 

   

１ 連結の範囲に関する事項  

 すべての子会社について連結しております。 

 当該連結子会社は、愛鋼㈱、アイチセラテック㈱、近江鉱業㈱、アイチ テクノメタル フカウミ㈱、アイチ

物流㈱、アイチ情報システム㈱、アイコーサービス㈱、アイチ・マイクロ・インテリジェント㈱、㈱アスデック

ス、アイチ フォージング カンパニー オブ アジア㈱、アイチフォージ ユーエスエイ㈱、アイチ ヨーロ

ッパ㈲、アイチ インターナショナル（タイランド）㈱、上海愛知鍛造有限公司、アイチ フォージング イン

ドネシア㈱、アイチ マグファイン チェコ㈲、愛旺科技股份有限公司及びアイチコリア㈱の18社であります。 

 上記のうち、アイチコリア㈱については、当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含めて

おります。 

  

   

２ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、アイチ フォージング カンパニー オブ アジア㈱、アイチフォージ ユーエスエイ

㈱、アイチ ヨーロッパ㈲、アイチ インターナショナル（タイランド）㈱、上海愛知鍛造有限公司、アイチ 

フォージング インドネシア㈱、アイチ マグファイン チェコ㈲、愛旺科技股份有限公司及びアイチコリア㈱

の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整をしております。 

  

なお、上記以外は、最近の有価証券報告書（平成22年6月24日提出）における記載から重要な変更がないため、記載を

省略しております。  

  

  

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。

 これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ16百万円減少し、税金等調整前当期純利益は、6億8百万円減少し

ております。  

  

（連結損益計算書） 

１ 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内

閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

２ 前連結会計年度において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「物品売却益」は、当連結会計

年度において、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しております。 

  なお、前連結会計年度における「物品売却益」の金額は122百万円であります。  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(8）表示方法の変更



  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用して

おります。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、

「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 

  

(9）連結財務諸表に関する注記事項

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 百万円8,769

少数株主に係る包括利益  168

計  8,937

その他有価証券評価差額金 百万円1,654

為替換算調整勘定  534

計  2,188



  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、製品および役務の種類、性質により区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品および役務 

・鋼材………特殊鋼鋼材、鋼材二次加工品、金型加工品 

・鍛造品……型打鍛造品 

・電磁品……電子機能材料・部品、磁石応用製品 

・その他……コンピュータソフト開発、物品販売・緑化・介護 

３ 「資産」のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社の資産の金額は、57,356百万円であり、その主なも

のは、提出会社の現金及び預金、投資有価証券等であります。  

 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する国 

北米………アメリカ 

欧州………ドイツ、チェコ 

アジア……フィリピン、タイ、中国、インドネシア、台湾 

３ 「資産」のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社の資産の金額は57,356百万円であり、その主なもの

は、提出会社の現金及び預金、投資有価証券等であります。   

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

区分 
鋼材 

（百万円）
鍛造品 

（百万円）
電磁品 

（百万円）
その他 

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  89,705  75,754  5,622  3,196  174,278  -  174,278

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 26,092  -  -  2,542  28,634  △28,634  -

計  115,798  75,754  5,622  5,738  202,913  △28,634  174,278

営業費用  109,813  76,222  6,723  5,862  198,621  △28,656  169,964

営業利益又は営業損失（△）  5,985  △468  △1,100  △123  4,291  21  4,313

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
              

資産  105,751  64,883  12,987  3,609  187,231  55,118  242,350

減価償却費  6,248  5,979  1,051  90  13,370  -  13,370

減損損失  80  18  131  -  229  0  230

資本的支出  4,391  2,315  1,416  39  8,163  -  8,163

ｂ．所在地別セグメント情報

区分 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
 151,757  6,804  1,275  14,441  174,278  -  174,278

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 6,186  -  15  251  6,454  △6,454  -

計  157,944  6,804  1,291  14,692  180,732  △6,454  174,278

営業費用  154,423  6,472  1,324  14,192  176,414  △6,449  169,964

営業利益又は営業損失

（△） 
 3,520  331  △32  499  4,318  △5  4,313

Ⅱ 資産  177,514  7,201  849  15,532  201,097  41,252  242,350



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………アメリカ 

欧州………ドイツ、オランダ、スイス 他 

アジア……タイ、中国、インドネシア 他 

その他……大洋州 他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

ｃ．海外売上高

区分 北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  7,434  1,280  18,950  97  27,763

Ⅱ 連結売上高（百万円）          174,278

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 4.3  0.7  10.9  0.1  15.9



当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１ 報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、製品別に事業管理組織を置き、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、「鋼材事業」「鍛造品事業」「電磁品事業」「その他事業」の４つを報告セグメントと

しております。 

 「鋼材事業」は特殊鋼鋼材、鋼材二次加工品、金型加工品を、「鍛造品事業」は型打鍛造品を、「電磁品事

業」は電子機能材料・部品、磁石応用製品を、それぞれ生産・販売し、「その他事業」はコンピュータソフト開

発、物品販売・緑化・介護を行っております。 

  

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益であります。セグメント間の内部収益及び振替高は第三者間取引価格に基

づいております。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１ 調整額は以下のとおりであります。 

(1)セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

(2)セグメント資産の調整額は、提出会社の現金及び預金、投資有価証券等34,921百万円、セグメント間取引消

去△2,185百万円であります。 

(3)減損損失の調整額は、報告セグメントに帰属しない固定資産に係る減損損失であります。 

２ セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。   

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及

び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適

用しております。 

  

   

ｄ．セグメント情報

  

報告セグメント 
調整額 
（注１） 

連結財務諸
表計上額 
（注２） 

鋼材 鍛造品 電磁品 その他 計 

  売上高               

  外部顧客への売上高  119,346  85,856  6,793  3,456  215,453  -  215,453

  セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 29,511  -  -  2,797  32,308  △32,308  -

計  148,857  85,856  6,793  6,254  247,762  △32,308  215,453

セグメント利益又は損失（△）  12,428  3,275  △1,662  △0  14,041  31  14,072

セグメント資産  127,674  61,843  14,395  3,567  207,481  32,736  240,217

 その他の項目   

減価償却費  6,026  5,224  1,168  56  12,475  -  12,475

特別損失  20  15  165  -  200  0  200

（減損損失） (20) (15) (165) (-)  (200)  (0) (200)

有形固定資産の増加額  17,179  2,058  1,274  15  20,528  -  20,528



 （注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純利益金額 

  及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  

  該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円547.85

１株当たり当期純利益金額 円33.77

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
      円30.54

１株当たり純資産額 円604.43

１株当たり当期純利益金額 円77.49

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
      円77.44

  
前連結会計年度 

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  112,376  123,671

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 4,888  4,988

（うち新株予約権）  (179)  (182)

（うち少数株主持分）  (4,709)  (4,805)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  107,487  118,682

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（千株） 
 196,198  196,355

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  6,625  15,205

普通株主に帰属しない金額（百万円）   －   －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  6,625  15,205

普通株式の期中平均株式数（千株）  196,199  196,225

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  3  －

（うち社債管理手数料（税額相当額控除後） 

（百万円）） 
( ) 3 ( ) －

普通株式増加数（千株）  20,848  134

（うち新株予約権付社債（千株））     ( ) 20,833     ( ) －

（うちストックオプション（千株）） ( ) 15 ( ) 134

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

新株予約権５種類（新株予約

権の数 個） 2,028

新株予約権５種類（新株予約

権の数 個） 1,908

（重要な後発事象）



５．その他

　１．代表取締役の異動

　（１）新任代表取締役候補　

　　　取締役社長 藤　岡　　高  広 （現  トヨタ自動車㈱　常務役員）
（5月1日付当社常勤顧問就任予定）

　（２）退任予定代表取締役　
森　田　　章  義 （現  取締役会長）

（当社相談役就任予定）

　（３）昇格予定代表取締役　

　　　取締役会長 安　川　　彰  吉 （現  取締役社長）

　２．その他の役員の異動

　（１）新任取締役候補

　　　取締役 鵜　飼　　正　男 （現　常勤顧問 経営企画部付）

　（２）新任監査役候補

　　　監査役（社外監査役） 豊　田　　鐵　郎 （現  ㈱豊田自動織機　取締役社長)

　（３）退任予定監査役

　　　監査役（社外監査役） 石　川　　忠　司　　 （現  ㈱豊田自動織機　取締役会長)

　１．新任参与候補

坂　本　　　　 定 （現　生技・製造本部 第２生産技術部長）

役　員　の  異　動　（平成23年6月22日付の予定）

参　与　の  異　動　（平成23年6月22日付の予定）



６．補足情報
（１）参考資料〔連結〕

1. 当期の業績 　（単位：百万円、％）
前   期 当   期 増減額 増減率

22年3月期 23年3月期
売上高 174,278 215,453 41,175 23.6
営業利益 4,313 14,072 9,759 226.2
経常利益 3,906 12,873 8,967 229.6
特別損益 △ 176 △ 924 △ 748 －  
税金等調整前当期純利益 3,729 11,948 8,219 220.4
当期純利益 6,625 15,205 8,580 129.5

1株当たり当期純利益 33円77銭 77円49銭
自己資本当期純利益率 6.4％ 13.4％
1株当たり配当金 8円50銭 10円00銭
（うち期末配当金） （6円00銭） （5円00銭）
配当性向 25.2% 12.9%

設備投資額 8,163 20,528 12,365 151.5
減価償却費 13,370 12,475 △ 895 △ 6.7

連結子会社数 17社 18社 －  －  
連 売上高 1.24 1.20
単 営業利益 1.37 1.23
倍 経常利益 1.48 1.20
率 当期純利益 1.11 1.15

2. 事業区分別売上高  （単位：百万円、％）

3. 23年3月期　経常利益増減益要因 　　 （単位：億円）

4. 四半期毎の業績推移 　 （単位：百万円）  

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
（4～6月） （7～9月） （10～12月） （1～3月） （4～6月） （7～9月） （10～12月） （1～3月）

売上高   31,886 42,012 48,676 51,703 50,662 52,518 57,080 55,192

営業利益 △ 3,447 △ 308 4,284 3,785 3,531 2,798 5,404 2,338

経常利益 △ 3,345 △ 796 4,273 3,774 3,297 2,343 5,235 1,997

四半期純利益 △ 3,392 △ 938 6,125 4,830 2,136 8,276 2,970 1,821

前期（22年3月期） 当期（23年3月期）

　　増　益　要　因 　　減　益　要　因
1. 販売数量の増加 92 1. 購入品価格の値上がり 92
2. 販売価格 57 2. 棚卸資産評価損益 10
３. 原価低減 42 3. 設備関係経費増 5

(工場原価低減） (46) 4. 営業外収支の悪化他 8
(減価償却費の減少） (8)
(労務費の増加） (△12)

４. 連結子会社の営業利益増 13

204 115
89差　引　(a)－(b)

計　(a) 計　(b)

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率
鋼　 　材 89,705 51.5 119,346 55.4 29,641 33.0
鍛 造 品 75,754 43.5 85,856 39.8 10,102 13.3
電 磁 品 5,622 3.2 6,793 3.2 1,171 20.8
そ の 他 3,196 1.8 3,456 1.6 260 8.2
合　計 174,278 100.0 215,453 100.0 41,175 23.6

 決算短信の１７ページを参照してください。

当期（23年3月期） 増　減前期（22年3月期）



（２）参考資料〔単独〕

1.当期の業績 （単位：千トン、百万円、％）

前   期 当   期 増減額 増減率

22年3月期 23年3月期

売上数量 840 1,070 230 27.3

売上高 141,093 179,183 38,090 27.0

営業利益 3,153 11,441 8,288 262.8

経常利益 2,640 10,721 8,081 306.1

特別損益 △ 288 △ 673 △ 385 －  

税引前当期純利益 2,351 10,048 7,697 327.3
当期純利益 5,966 13,181 7,215 120.9

1株当たり当期純利益 30円41銭 67円17銭
自己資本当期純利益率 6.0％ 12.2％

設備投資額 6,494 19,236 12,742 196.2
減価償却費 11,302 10,459 △ 843 △ 7.5

2. 事業区分別売上高 （単位：千トン、百万円、％） 

3. 四半期毎の業績推移 （単位：千トン、百万円） 

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

（4～6月） （7～9月） （10～12月） （1～3月） （4～6月） （7～9月） （10～12月） （1～3月）

売上数量 135 209 243 251 255 263 280 271

売上高   25,006 34,699 39,829 41,558 41,408 43,446 48,015 46,312

営業利益 △ 3,456 △ 347 3,686 3,271 2,826 2,123 4,810 1,681

経常利益 △ 3,294 △ 823 3,747 3,010 2,714 1,664 4,648 1,694
四半期純利益 △ 3,305 △ 959 5,828 4,403 1,971 7,571 2,679 958

前期（22年3月期） 当期(23年３月期）

数量 金額 金　額 数量 金額 金　額 数量 金額
構成比 構成比

 製 品 別 鋼   材 614 78,697 55.8 822 110,141 61.5 208 31,444
鍛造品 226 56,538 40.1 248 62,002 34.6 22 5,464
電磁品 － 5,507 3.9 － 6,740 3.8 － 1,233
その他 － 350 0.2 － 299 0.1 － △ 51

840 141,093 100.0 1,070 179,183 100.0 230 38,090
仕向先別 国   内 754 129,847 92.0 948 162,136 90.5 194 32,289

輸   出 86 11,246 8.0 121 17,047 9.5 35 5,801

合　　　計

前期（22年3月期） 増　減当期（23年3月期）
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